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■ 2020年度中間期決算実績 前年同期比

２０１9年度 
中間実績 

２０２０年度 
中間実績 前年同期比 

業務粗利益 ４２４ ３６８ ▲５５

経費 ２２４ ２０５ ▲１９

コア業務純益 １９８ １５９ ▲３８

業務純益 １８３ ３７９ ＋１９６ 

経常利益 １９３ ８７ ▲１０６

中間純利益 １５６ ４１ ▲１１４

実質与信費用 ６３ ７７ +１３

ROE(％) 
(当期純利益ベース) １４.４ ３.４ ▲１０.９

親会社株主に帰属する 
中間純利益 １５９ ５４ ▲１０４

＜単体＞ 

EPS(円)（連結） ６８.９ ２３.６ ▲４５.２

経常利益増減要因（前年同期比） 

主な増減要因 

資金利益 ・貸出金利息の減少
（平残要因▲44億円、利回り要因▲12億円）

役務取引等利益 ・証券化に係る支払手数料の剥落

その他業務利益 ・証券化に係る売却益の剥落（▲19億円）

経費 ・物件費の減少

実質与信費用 ・シェアハウス関連融資先のランクダウン

（億円）

（億円）▲54

実績 
87 

+16 ▲20

▲52

▲13

▲106

経常利益
（2019年度中間期） 資金利益 役務取引等利益 その他業務利益※２ 経費 実質与信費用 経常利益 

（2020年度中間期） 

０ 

２００ 

株式損益・ 
その他 

＋19 

※２ その他業務利益は、国債等債券損益を除いております。

• 中間決算実績は、経費及び実質与信費用が期初見通し※１よりも減少したことにより、期初中間期赤字見通しから黒字に転換。
• 業務粗利益は、資金利益の減少を主因に、前年同期比55億円減少の368億円。
• 実質与信費用は、シェアハウス関連融資先における債務者区分のランクダウンにより前年同期比13億円増加の77億円。
• 中間純利益（単体）は、上記要因に加え、株式等売却益の減少もあり、前年同期比114億円減少の41億円。
• 中間純利益（連結）も、単体の減少要因等から、前年同期比104億円減少の54億円。

前年度 
実績 

１９３ 

※１2020年10月29日「業績予想の修正に関するお知らせ」にて中間期の業績予想を修正



２ 

（億円）

通期見通し 2020年度 
中間期実績 

② 

進捗 
②/①

通期見通し 
③ 

2020年度 
中間期実績 

④ 

進捗 
③/④

① 中間期 

経常収益 ８５０ ４３０ ４５１ ５３.１％ ９６０ ５０９ ５３.０％ 
業務粗利益 (A) ７００ ３６０ ３６８ ５２.６％ 

経費 (B) ４３０ ２２０ ２０５ ４７.７％ 
コア業務純益 ２７０ １４０ １５９ ５９.０％ 
経常利益 ７０ ０ ８７ １２４.６％ ８０ １０４ １３０.７％ 
中間純利益 ５０ ▲４０ ４１ ８３.９％ ６０ ５４ ９１.３％ 

実質与信費用 (C) ２００ １４０ ７７ ３８.９％ 

RA業務粗利益 (A－C) ５００ ２２０ ２９０ ５８.１％ 

OHR（B÷A） ６１％ ６１％ ５５.６％ 

自己資本比率 １０.８％ １０.３％ １１.０％ 

※RA(Risk Adjusted)業務粗利益＝業務粗利益－実質与信費用
※表上の通期見通しで記載している数字は、2020年5月14日に公表した数字になります。2020年10月29日「業績予想の修正に関するお知らせ」にて中間期の業績予想を修正いたしました。

【単体】 【連結】 

■ 2020年度中間期決算実績 見通し対比

• 通期見通しに対し、経常収益は53.1％の進捗、業務粗利益は52.6％の進捗、経費は47.7％の進捗。
• 実質与信費用は、通期見通し対比38.9%の進捗。

今後もシェアハウスローンをご利用のお客さまの債権一括譲渡希望に伴う返済停止によるランクダウンが発生することを想定し、通期見通し200億円は据置。
• 中間純利益（単体）は、通期見通し対比83.9％の進捗。
• 中間純利益（連結）は、通期見通し対比91.3％の進捗。



３ 

■ 実質与信費用、シェアハウス関連融資について ＜単体＞

※投資用不動産ローン ： ワンルームローン、一棟収益ローン、その他有担保ローン

（億円）

• シェアハウス関連融資先の実質与信費用は、債権一括譲渡希望に伴う返済停止による債務者区分のランクダウンを背景に、41億円。
• シェアハウス関連融資先に対する保全率は、貸倒引当金の積み増しにより前期末比3.02％上昇し、94.31％。
• シェアハウス関連融資先以外の実質与信費用は、個人ローン先を中心にお客さま個々の状況に応じた返済支援を継続的に行った結果、

条件変更による長期延滞解消・債務者区分のランクアップ等により前年同期比55億円減少。

※ シェアハウス関連融資のある債務者ベース
※ 保全額 ： 担保等による保全額に一定割合を乗じた保全見積額
※ 総与信残高、シェアハウス債権 ： 貸出金・貸出金に準ずる仮払金・貸出金未収利息

・シェアハウス関連融資保全状況
総与信残高 

A 
保全額 

B 
未保全額 

C 
引当額 

D 
保全率 

(B＋D)／A シェアハウス債権

２０１９年 ９月 ２,４６１ １,９９３ ９０６ １,５５５ １,３５１ ９１.７４％ 
２０２０年 ３月 １,９２１ １,５４７ ７２７ １,１９３ １,０２５ ９１.２９％ 
２０２０年  ９月 １,８９１ １,５３５ ７１８ １,１７３ １,０６５ ９４.３１％ 

項目 中間期 
実質与信費用 貸倒引当金 

１Q ２Q 

シェアハウス関連融資先 １１ ２９ ４１ １,０６５ 

投資用不動産ローン ※ ５０ ▲２０ ２９ ５５８ 

住宅ローン ８ ▲７ ０ ４５ 

無担保ローン ３ ▲１ １ ２６ 

事業性貸出等 ０ ４ ４ ９３ 

合計 ７３ ４ ７７ １,７８９ 

・実質与信費用/貸倒引当金について



• 中期経営計画で推進を掲げた個人ローンと法人向け投資用不動産ローン※1を合算した貸出金利回り※２は3.63％。
• 個人ローン延滞率の上昇（2020年6月末比+1.04％）は、シェアハウス関連融資先の債権一括譲渡希望に伴う返済停止債権の増加が主因。
（シェアハウスローンご利用のお客さまが、他のローンにおいても延滞していることが個人ローン全体の延滞率を押し上げている一因）

• シェアハウス関連融資先を除く、個人ローン全体の延滞率は2020年9月末で2.32％

４ 

※延滞率＝３カ月以上延滞債権÷ローン残高
※利回り ： 対顧客利回り（保証料、未収利息勘案前）、末残ベース
※ワンルームローン・有担保ローン・個人ローンの利回り・延滞率は証券化した債権を原債権ベースで算出
※商品単位で集計しており、シェアハウスローンの利用者が約定返済を止めている場合、他の商品の延滞率にも影響

■ ローン種類ごとの残高、利回り、延滞率 ＜単体＞

※1 法人向け投資用不動産ローン：中期経営計画において、新たなビジネス領域として定義した資産管理会社向け投資用不動産ローンやアセットファイナンス等
※2 利回り：対顧客利回り（保証料、未収利息勘案前）、末残ベース （億円）

ローン種類
２０２０年６月 ２０２０年９月 

残高 利回り 延滞率 残高 利回り 延滞率 

有担保ローン ２０,６５５ ３.０９％ ４.７０％ ２０,２５４ ３.０７％ ５.８１％ 

住宅ローン ５,３７７ ２.８６％ ０.７９％ ５,２２７ ２.８５％ ０.５１％ 

ワンルームローン １,８８９ ３.４０％ １.９２％ １,８０８ ３.４０％ １.７９％ 

一棟収益ローン １１,４４８ ３.２８％ ３.６８％ １１,２９８ ３.２６％ ３.８０％ 

シェアハウスローン １,５３９ １.４６％ ３１.３４％ １,５３４ １.４６％ ４５.８７％ 

その他有担保ローン ３９９ ４.８５％ １.２９％ ３８５ ４.８１％ １.１５％ 

無担保ローン １,９５７ １０.２３％ １.９３％ １,８５４ １０.２６％ ２.１３％ 

カードローン １,２９２ １１.５６％ ０.７８％ １,２２４ １１.６１％ ０.８３％ 

無担保証書貸付等 ６６４ ７.６５％ ４.１５％ ６３０ ７.６４％ ４.６６％ 

個人ローン(A) ２２,６１２ ３.６９％ ４.４７％ ２２,１０８ ３.６６％ ５.５１％ 

法人向け投資用不動産ローン(B) ９９ ２.２３％ － １７８ ２.２５％ － 

個人ローン(シェアハウス関連融資を除く) ２０,７０９ ２.３４％ ２０,２１８ ２.３２％ 

合計＜(A)(B)合算＞ ２２,７１１ ３.６７％ ４.４５％ ２２,２８７ ３.６３％ ５.４６％ 



５ 

■ 利ざや等の状況 ＜単体＞

31,051 32,231 

40,363 40,501 

0.05%0.09% 0.10% 

3.36%3.59% 3.58% 

貸出金利回りと貸出金平残 

預金利回りと預金平残 
預金平残（億円） 
預金利回り 

貸出金平残（億円） 
貸出金利回り 

31,348 

37,913 

16/9 17/9 18/9 19/9 20/9 

27,393※1

3.21% 3.12% 

0.03% 0.04% 

30,789 31,897 

16/9 17/9 18/9 19/9 20/9 

※119/9期の減少要因には、ワンルームローンの証券化による約1,080億円を含む

3.31% 

2.06% 

16/9 17/9 18/9 

2.29% 2.31% 

1.51% 
1.21% 

0.96% 

1.42% 
1.62% 

3.49% 3.48% 

利ざや等の状況 

総資金利ざや 預貸金利ざや 預貸金粗利ざや 

19/9 20/9 

1.72% 1.79% 

3.17% 3.07% 

• 預貸金利ざやは、条件変更に伴うレートダウン対応の継続等により、貸出金利回りが前年同期比低下（▲0.08％）したが、
中期経営計画に掲げた構造改革を推し進めたことによる経費率の低下幅（▲0.16％）が上回り、前年同期比0.07％拡大し、1.79％。

• 総資金利ざやは、経費率の低下等により資金調達原価は低下したが、日銀預け金等の増加による資金運用利回りの低下が上回り、
前年同期比0.25％縮小し、0.96％。

• 貸出金平残は、特殊要因(グラフ上の注釈※２の要因)もあり、前年同期比2,823億円減少し、2兆4,570億円。
• 預金平残は、前年同期比1,108億円増加し、3兆1,897億円。

※２20/9期の減少要因には、創業家ファミリー企業の融資取引解消、
シェアハウス関連融資債権の譲渡による約900億円を含む

24,570※２
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■ 経費・ＯＨＲ、自己資本の推移 ＜単体＞ 

経費・ＯＨＲの推移 

238 238 241 224 205 

540 
570 

539 

424 
368 

55.6% 

41.7% 

52.8% 
44.1% 44.7% 

20 

90 85 93 
74 74 

126 131 129 113 

20 20 20 17 

税  金 

（億円） 

業務粗利益 人件費 物件費 ＯＨＲ 

18/9 20/9 17/9 19/9 16/9 

自己資本・自己資本比率の推移＜単体＞ 

（億円） 

自己資本 自己資本比率 

18/9 20/9 

2,453 
2,197 

11.04% 

12.70% 

8.65% 

9.23% 

12.22% 

2,289 

3,255 

17/9 19/9 16/9 

2,959 

• OHRは、中期経営計画に掲げた構造改革に基づく経費削減に取り組んだものの、業務粗利益が減少したことにより、前年同期比2.8％上昇し、55.6％。 
• 自己資本比率(単体)は、自己資本の増加とリスクアセットの減少により、前年同期末比1.81％上昇し、11.04％。(連結は11.25％) 
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■ 2020年度通期見通しについて 
• 2020年度通期見通しの業務純益は、一般貸倒引当金取崩の影響を鑑み、150億円上方修正し420億円。 
• 2020年度下期の業務純益は約40億円を見込むが、その要因はシェアハウスローンをご利用中のお客さまの債権一括譲渡希望に伴う返済停止により、 

一般貸倒引当金から個別貸倒引当金への振替を想定する一方、シェアハウスローン債権の一括譲渡(2020年3月実施時と同規模)に伴い、 
一般貸倒引当金の目的使用により、取崩が上期比減少する想定のため。 

• その他の項目については、期初見通しを据置。 

（億円） 【単体】 【連結】 

通期見通し 
5/14公表値※1 

(A) 

通期見通し 
11/13公表値※2 

(B) 

差額 
(B)-(A) 

通期見通し 
11/13公表値 
（変更なし） 中間期(上期) 

実績 
下期 
見通し 

経常収益 ８５０ ８５０ ４５１ ３９９ ±０ ９６０ 

業務粗利益 ７００ ７００ ３６８ ３３２ ±０ 

経費 ４３０ ４３０ ２０５ ２２５ ±０ 

コア業務純益 ２７０ ２７０ １５９ １１１ ±０ 

業務純益 ２７０ ４２０ ３７９ ４１ ＋１５０ 

経常利益 ７０ ７０ ８７ ▲１７ ±０ ８０ 

当期純利益 ５０ ５０ ４１ ９ ±０ ６０ 

実質与信費用 ２００ ２００ ７７ １２３ ±０ 

RA業務粗利益※3 ５００ ５００ ２９１ ２０９ 
※12020年5月14日付開示「2020年3月期 決算短信」 
※２2020年11月13日付開示「2021年3月期 第2四半期（中間期）決算短信」 
※3RA（Risk Adjusted）業務粗利益＝業務粗利益－実質与信費用 
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■ 新型コロナウイルス感染拡大への対応  

【新型コロナウイルス関連相談件数・融資対応件数】 

８ 

・各相談、対応件数(2020年11月20日時点までの累計) 
 
 個人条件変更件数 1,851件 
 法人条件変更件数   168件 
 法人新規実行件数   645件 
 
・2020年5月が個人・法人ともに新型コロナ 
 ウイルスに関する相談対応はピークであったが、 
 現在に至るまでに相談件数は徐々に減少している。 

長期化や第三波による影響想定 

主なビジネス 想定している影響 

新規貸出への影響 • 経済活動の縮小や停止に伴い、新規実行額が伸び悩む可能性がある。 
• 物件の実査等が困難になることで審査に支障をきたし、新規実行額が伸び悩む可能性がある。 

既存貸金への影響 
• 不動産価格の下落により実質与信費用が増加する可能性がある。 
• お客さまの収入・賃料収入等の返済原資が低下することが想定され、融資先への返済条件変更等の

支援対応により、実質与信費用が増加する可能性がある。 
• 経済活動の縮小や停止に伴い、企業業績の悪化等で実質与信費用が増加する可能性がある 

お客さま並びに従業員とその家族の健康・人命保護を最優先としたうえで、社会機能の維持に 
不可欠な金融インフラとして、必要な金融サービスを提供してまいります。 

個人条件変更件数 法人条件変更件数 法人新規実行件数 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月※ 

※11月は11月20日までの集計 

緊急事態 
宣言 

49 

237 

797 

588 

343 
228 211 

140 
71 

（件） 
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９ 

■ シェアハウス関連融資先への対応状況 
• シェアハウス関連融資問題の終局的解決は中期経営計画の第1フェーズの重点課題の一つ。 
• 元本一部カットは、前例のない取り組みである。様々な非定型的な事象についての全体の調整を概ね終え、現在、当社の一次回答を順次行っている。 
• 2020年3月に実施したシェアハウスローンの債権一括譲渡を受け、残る大半の方も債権一括譲渡を希望され、多くの返済停止が発生することを想定したが、

中間期までの状況は想定を下回っている。 
• シェアハウスローン以外の投資用不動産ローン等をご利用中のお客さまのご要望については、お客さま個々の状況に応じて、誠実に対応する方針。 

 「シェアハウス等顧客対応室」を設置し、お客さま、おひとりおひとりの個々の状況に応じてきめ細かく、貸出金利の引下げ、元金の相当期間の据え置きなどの 
対応をするとともに、ADRを活用した元本一部カットなども含め、金融機関として取り得る、あらゆる選択肢について検討を行っている。 

 現時点では、シェアハウス関連融資の返済に延滞が生じたとしても法的措置等の対応はとっていない。 
 シェアハウス関連融資先の貸倒引当金の算出はDCF法を採用。 また、延滞が1か月以上となった場合は、未保全額の100%相当の個別貸倒引当金を積んでいる。 

2018年度～お客さまへの対応 

 2020年3月の債権一括譲渡（第1陣）の実施後、残る大半の方が債権一括譲渡を希望され、これに伴う返済停止が発生することを想定し、一時的に信用コストの
増加を見込んだ。（2020年3月末の未保全額168億円のうち約9割の150億円の引当金を積むと想定して、四半期毎に按分） 
・・・返済を停止するお客さまは、現状、期初の想定を下回っているが、今後も債権一括譲渡希望に伴う返済停止が発生することを想定し、通期信用コストは、 

期初見通しの200億円を維持。 
 第2陣の債権一括譲渡は、第1陣と同規模の譲渡を年度内に実施し、クロージングを迎える見込み。 

・・・第2陣の調停申立では、第１陣と概ね同規模の参加状況。 

業績見通しへの反映と進捗 

対象：シェアハウスローン及びその他の投資用不動産ローン 
内容：元本一部カットに関する個別のご相談を頂戴した時点でローン返済を含む

物件収支が赤字である物件について、ローン返済の困難状況に鑑み、損害
の公平な分担の観点から、当社が負うべき解決金支払い債務を算出し、こ
の解決金支払い債務と、お客さまの貸金返済債務とを、合意により相殺す
る手続き。 

現状：申込受付は、2019年11月30日に終了。 
現在、お申込みいただいたお客さまのカット額の算定に関する一次回答を 
順次行っている。次のステップに進まれるお客さまとは民事調停ないし認証
ADRの手続を行う。 

 

元本一部カット＜返済支援スキーム＞ 詳細：2019年5月15日「シェアハウス向け融資および 
その他投資用不動産融資に関する元本一部カットについて」 

対象：シェアハウスローン 
内容：シェアハウスローンの実行に際し、一般の投資用不動産にはないシェアハウ

ス特有のリスクについて十分な分析を行わず、事業計画の非現実性を看過
した等の不適切な対応があり、当社に定型的な不法行為に基づく損害賠
償義務が生じると裁判所の調停委員会が認定したことを踏まえ、申立人ら
に対し、調停勧告に基づく解決金支払債務を負うことを応諾。当社債権と
解決金支払債務を相殺の上、シェアハウスローンの債権一括譲渡を行うも
の。 

現状：2020年3月に第1陣を実施。（債務者257名 債権額440億円） 
 

債権一括譲渡＜代物弁済スキーム＞ 
参考：2020年3月25日「シェアハウス関連融資債権の 
譲渡に関するお知らせ」 



• 2018年9月基準の自己査定基準変更*により、延滞のない約7,300億円の貸出債権を要注意債権に区分。 
• 2020年9月末において、延滞のない債権が大部分を占める。 
• 一棟収益ローンのうち約9,000件の物件の定期調査を行い、入居状況を確認。 

また物件の管理状況等を債務者へレポーティングするなどの物件管理面での踏み込んだ支援を行い、債務者区分の維持・ランクアップを目指す。 

■一棟収益ローンの状況（除くシェアハウス関連融資） 

１０ 

*延滞が発生していなくても、確定申告書が受領できない場合や融資対象物件のキャッシュフローがマイナスの場合、要注意先に区分 

   債務者区分 貸出金等 
与信関連債権 うち一棟収益ローン残高 

（除くシェアハウス関連先） うち延滞なし 

正常先 11,145 1,905 1,905 
要注意先* 9,092 7,360 7,311 
要管理先 1,902 1,034 965 
破綻懸念先 1,185 396 348 
実質破綻先・破綻先 1,007 337 19 
合計 24,333 11,033 10,550 

単位：億円 

一棟収益ローンの入居率（定期調査） 

一棟収益ローンの債務者区分別残高と延滞の状況（2020年9月末） 

2020年9月末 入居率  87.5％ （ 2019年度調査実績：入居率86.7％） 
 

内容：対象物件の現地を原則として当社担当者が訪問し、入居状況だけでなく、物件の損傷等の有無や管理状況を確認 
 物件の損傷等や管理状況で異常を発見した際は、債務者にレポーティングを実施している 
 対象は与信残高5,000万円以上の債務者の投資用不動産（一棟収益ローン対象物件数：約9,000件、残高ベースで90％超をカバー） 
 2020年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止対策を行ったうえで、慎重に実施しており、2020年9月末時点で、対象物件約30％の調査を完了 
 



１１ 

■ 不動産市場の状況  
• 東証REIT指数は、新型コロナウィルス感染拡大懸念を材料に低下したものの、経済活動再開に伴い、穏やかに回復。 
• オフィス市場はリモートワークの進展等により、賃料下落・空室率上昇の傾向が見られるが、現時点での影響は限定的。   
• 実需の住宅市場においては、緊急事態宣言解除後は需要の回復が見られ、新築マンション販売戸数、中古マンション成約件数ともに増加傾向。 
• このような中、世界的な金融緩和の拡大を背景に、相対的に安定性の高い日本の不動産市場には、新たな投資資金も流入。   
• 一方で、アセットタイプの選好は二極化し、同一アセットタイプの中でも優勝劣敗が顕著であり、コロナ第三波の兆候もある中、 

先行きに関しては慎重なモニタリングが必要。 
• 当社は市況の動向、個々の案件リスクを慎重に見極めながら、投資用不動産ローン・住宅ローン・アセットファイナンスの各分野を推進。 
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単位：件 単位：％ 

出所）公益財団法人 東日本不動産流通機構 
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１２ 

■ 中期経営計画 新規ローン実行想定  

• 中期経営計画第1フェーズ最終年度である2022年度に年間1,900億円の新規実行を計画。現在、計画実行に向けてリテールバンキングを再構築中。 
• 2020年度は、新型コロナウイルスの影響も踏まえ保守的に通期700億円の新規実行を計画。 

第1四半期においては、新型コロナウイルス影響を受けているお客さまの支援を最優先に行っていたが、緊急事態宣言解除後、 
経済活動が再開されてからは徐々に新規実行も増加し、2020年度中間期において229億円の新規実行。 

2019年度 
通期 

2020年度 

中間 1Q 2Q 

個人ローン ６２ ８７ ３８ ４９ 

資産管理会社向け 
投資用不動産ローン ２ ４５ １１ ３４ 

小計 ６４ １３２ ４９ ８３ 

アセットファイナンス等 ６４ ９７ ２１ ７５ 

合計 １２８ ２２９ ７０ １５９ 

（億円） 

新規ローン実行額推移 

• 中期経営計画で推進を掲げたビジネス領域毎別の実行額推移 

新規ローン実行額の想定 

（億円） 

20年度 22年度※ 19年度 
※中期経営計画“Re:start2025”第1フェーズ最終年度 

1,900※ 

700 

128 
229 



１３ 

■ 営業推進体制  
• 地元である静岡県と神奈川県を中心に店舗展開（101店舗）し、地域のお客さまへのソリューション営業体制を強化。 
• 首都圏・広域エリアでは、大都市圏にて投資用不動産ローンを中心とした有担保ローンビジネスを展開。 
• インターネット支店、コールセンター等のダイレクトチャネルにより全国展開。 
• 各チャネルで得られるお客さまの情報はリテールシステムインフラに蓄積され、様々なタッチポイントでの提案活動に活用される。 

■静岡エリア 
・4エリアブロック（三島・伊豆、沼津、静岡、浜松） 
・住宅ローン取扱店11カ店 
・地域のお客さまのニーズに対応するソリューション営業を展開 

65店舗 

■神奈川エリア 
・4エリアブロック（横浜・横須賀、湘南、県央、小田原） 
・住宅ローン取扱店9カ店 
・地域のお客さまニーズに対応するソリューション営業を展開 

36店舗 

■首都圏・広域エリア 
・首都圏エリア（6カ店） 広域エリア（4カ店） 
・投資用不動産ローンは東京本部に集約 
・有担保ローンを中心に営業を展開 10店舗+4部 

■ダイレクト 

11店舗 

・アライアンス店舗4カ店 （ANA・ﾘｸﾙｰﾄ・Tﾎﾟｲﾝﾄ・ｿﾈｯﾄ） 
・コールセンター3拠点 （静岡・神奈川・東京） 
・アライアンス先を通じた非対面受付がメイン 

当社のマーケット 

 
 

ＣＲＭ※ 
Smart Eye※ 

〈アナリティカル 
ＣＲＭ〉 

ＤＷＨ※ 自動審査 

ＰＣ コール 
センター 

スマホ 

お客さま 

電話 

ＤＭ ＳＮＳ 

メール 
窓口 

営業店 

ＡＴＭ 

マーケティング 

資産コンサルティング 

事業承継・M&A支援 

・データ分析、対象者リスト還元 
・デジタルマーケティング推進 等 

専門的コンサルティング対応 等 

新生銀行や地元会計事務所との
事業承継分野での連携等 

サポート 情報共有・活用 
情報蓄積・分析 

データベースを活用しさまざまなタッチポイントでご提案 

静岡・神奈川エリアにて注力するソリューション営業体制 

普通預金残
高不足により
公共料金引
落が不能 

シナリオに基づき 
お客さまへタイムリーに 

カードローンのご案内を配信 

他社クレジッ
トカードの利
用額が増加 

給与振込前、
普通預金残
高が少ない 

デジタルマーケティングによるタイムリーなご提案 

リテールシステム 
インフラ 

※DWH…Data Ware House CRM…Customer Relationship Management Smart Eye…当社のBIツール 



• 富裕層へリーチするため、大手不動産業者との関係を構築 
• 大手不動産業者との連携によるインバンド施策の仕掛けづくり 
• 富裕層人脈を生かしたBtoC戦略にも注力し機会を拡大 
• 不動産ポータルサイトへの相談フォーム掲載 

■ 投資用不動産ローン 

• 投資用不動産ローンには、ワンルームローン、一棟収益ローン、その他有担保ローンが含まれる。 
• 2020年度中間期で実行額は132億円。(個人、資産管理会社向けの投資用不動産ローンの合算) 
• 上期実行額の約60％が富裕層・準富裕層に該当する先であり、中期経営計画で掲げたターゲット層への転換が徐々に表れてきている。 
• 新たな不動産業者へのアプローチを強化したことで相談件数、実行件数ともに増加。 
• 審査、業務フロー等のリスク管理体制を高度化しつつ、富裕層へのアプローチ機会の拡大を目指した営業活動を推進。 

今後 

ﾏｽ層 
〈3千万円未満〉 
4,203.1万世帯 

超富裕層 
〈5億円以上〉 
8.4万世帯 

準富裕層 
〈5千万‐1億円〉 
322.2万世帯 

ｱｯﾊﾟｰﾏｽ層 
〈3千万‐5千万円〉 

720.3万世帯 

富裕層 
〈1億‐5億円〉 
118.3万世帯 

ﾏｰｹｯﾄ分類 
〈金融資産保有額〉* 従前 

お客さま お客さま 

*引用） NRI推計値 

メインとするお客さま 

１４ 

中期経営計画で掲げた顧客セグメント 顧客セグメント別投資用不動産ローン実行金額割合 

投資用不動産ローンの推進 

リスク管理の 
高度化 

推進 
活動 

重点顧客として位置付けた富裕層・準富裕層へのシフトは進んでおり、更にアプローチを強化 

他 他 

※セグメントは、審査時の保有金融資産により分類 
（期間：2020年4月1日～9月30日） 
 

超富裕層・富裕層 

準富裕層 

アッパーマス層 

マス層 

約
60％ 

超富裕層・富裕層 

準富裕層 
アッパーマス層 

マス層 

約
50％ 

• 第三者機関の客観的データに基づくDSCR等の指標を導入 
• 業務フローの確認プロセスを増設（面談、資料の直接受領等） 
• 統制維持と連携強化のため取扱い店舗を限定 
• お客さまとの帯同による物件確認 

件数別 金額別 

超富裕層・富裕層:金融資産保有額1億円以上 準富裕層:金融資産保有額5千万円以上1億円未満 

アッパーマス層:金融資産保有額3千万円以上5千万円未満 マス層:金融資産保有額3千万円未満 



１５ 

■ 住宅ローン  

住宅ローン推進体制 

長年培ってきた 
審査ノウハウ 

全国都市圏の 
住宅ローン 

顧客データベース 

スクリーニング 

オーダーメイド商品対応 スルガの強みを活用した 
独自の領域を確保 

環境認識を踏まえたセグメントの細分化 

複業・副業 

働き方の 
多様化 

フリーランス 

契約・派遣 

職業キャリア
の多様化 

外国人 

プロフェッショナル 

女性 

等 

等 

労働力の 
多様化 

シニア 

起業家 

等 

Ｏ
ｎ
ｅ 
  

Ｔ 
ｏ  
 

Ｏ
ｎ
ｅ 
対
応 

住宅ローン戦略 

住宅ローンの新たな施策 

スルガの強みである「自営業者・フリーランス」の 
お客さまを、リクルート社が運営する住宅ローンサイトから 
送客する施策を開始。（2020年8月24日） 

■リクルート社との協業施策 ■コロナ禍におけるセカンドハウス購入をサポート 
ウィズコロナ、アフターコロナにおけるライフスタイルやビジネス環境の 
変化を受け、スルガの地の利を活かし首都圏へのアクセスも良好な 
地元エリアである静岡県東部・神奈川県西部への移住や当地の 
セカンドハウス購入ニーズが高まっている。このようなニーズに対応するため、 
スルガ独自の「セカンドハウス・リゾートローン」の取扱いを拡充。（2020年9月7日） 

住宅ローン専担 

不動産業者 

新規の 
お客さま 

既存の 
お客さま 

住宅ローン 
取扱店 

その他店舗 

お客さま スルガ銀行 

首都圏・広域9店舗+1部 
静岡2店舗、神奈川3店舗 

営業所 
営業 

担当者 

営業 

お客さま紹介 

Webターゲット広告 

（資金計画）相談 

（資金計画）相談 

（資金計画）相談 

（資金計画） 
相談 

トスアップ 

Ｂ 
to 
Ｂ 
to 
Ｃ 

Ｂ 
to 
Ｃ 

■ニフティ不動産との協業施策 
ニフティライフスタイルが運営する不動産検索サイト 
「ニフティ不動産」へオリジナル住宅ローン相談コンテンツを 
掲載し送客する施策を開始。（2020年10月1日） 

• 従来から強みとするオーダーメイド対応と長年蓄積したデータベースに基づく審査ノウハウにより、スルガ独自の住宅ローン戦略を展開。 
• 不動産業者からのお客さま紹介による推進（ＢtoＢtoＣ）をメインとしつつ、ノジマグループやリクルートなどアライアンス先とのＢtoＣモデルでの協業も推進。 
• 新しいライフスタイルや価値観、お客さまのニーズに合わせた新商品の開発や商品改定を随時実施。 



23% 

42% 

5% 

27% 

3% 

オフィス 

レジデンス 

物流 

事業用 

再生エネルギー 

１６ 

■ アセットファイナンス  

アセットファイナンス実行額推移 

（億円） 

アセットファイナンス残高構成割合（2020年9月末） 

平均金利：2.38% 

• 2019年度下期より業務開始、2020年4月より「ストラクチャードファイナンス部」を設置し順次リソースを拡充。 
• 順調に営業展開しており、対象物件の分散を図りつつ、ミドルリスク・ミドルリターンのポートフォリオを構築。 
• 平均貸出金利は2.0%～2.5%のレンジで推移。 

131億円 

アセットファイナンス推進体制 

ストラクチャード 
ファイナンス部 

ローンアレンジャー 
（兼シニアレンダー） 

投資家 

営業 

（融資参加）相談 

（融資） 
相談 大手金融機関等 

スルガ銀行 （融資参加） 
相談 

アセットファイナンス物件地域構成割合（2020年9月末） 

営業 

42  

22  21  

75  

3Q 4Q 1Q 2Q

2019年度 2020年度 

46% 

22% 

10% 

21% 首都圏 
関西圏 
静岡・神奈川 
その他 



• 中期経営計画で市場性運用にもリソースを配分し、総合損益ベースで利回り0.7％を目標とし、新規投資を開始することを決定。 
• 流動性に留意しリスク分散と収益の安定化を図る方針の下、2020年度上期よりマルチアセットファンドへの投資を開始（2020年9月末残高602億円） 
• ALMやリスク管理態勢を構築し、ダウンサイドリスクが抑制された安定運用を目指す。 

■ 有価証券運用について 

１７ 

有価証券ポートフォリオ 

2019年9月末 2020年9月末 前年 
同期比 

時価 評価 
損益 時価 評価 

損益 時価 

その他有価証券 1,135 107 1,937 85 +802 

株式 175 93 152 69 ▲23 

債券 945 7 1,165 4 +220 

ﾏﾙﾁｱｾｯﾄﾌｧﾝﾄﾞ※ ― ― 602 2 +602 

その他 14 7 17 9 +3 

※中期経営計画で掲げた有価証券運用の方針のもと開始した新規投資 

有価証券評価損益 

マルチアセットファンド 
地方債 国債 社債 

（億円） 

株式 

18/9 17/9 16/9 19/9 20/9 

1,250 

231 
20 

530 

276 

53 

897 837 

193 

561 

36 

518 

2,309 
2,119 

1,325 
1,472 

1,309 

47 
417 255 

164 
124 
 

21 

1,097 

47 
234 

その他 

116 

602 

日本国債 

先進国国債 

外国株式 

時価 
602億円 

目標利回り 0.7％ 
（総合損益ベース） 

・マルチアセットファンドのポートフォリオ 



■ 構造改革 ～店舗業務改革～   

エリア 該当店舗 統合月 

首都圏 

二子玉川支店 2020年7月 

川崎支店 2020年8月 

たまプラーザ支店 2021年1月(予定) 

広域 

仙台支店 2020年6月 

広島支店 2020年10月 

京都支店 2020年11月 

神奈川 慶應義塾大学出張所 2020年6月 

• 2020年11月20日時点で、首都圏エリア3店舗、広域エリア3店舗、神奈川エリア1店舗の統廃合(予定も含む)を進め、経営リソースの集約化。 
• バックオフィスを本部集約により、店舗機能の効率化を図り、多様な営業スタイルにより顧客接点を増加。 

捻出した人員と時間でお客さまとのコミュニケーションの充実を図る。 

・統廃合店舗 

１８ 

・店舗業務の効率化 

本部集中部門の1線化 
業務センター（HSC） 

店舗 

第2線の「業務管理本部」
による支援と牽制 

店舗 

業務集中化により、お客さまとの接点を 
改善していくための人員と時間の創出 

デジタル窓口の新設による 
顧客接点の増加（含むDX） 

【新しい活動手法】 

【これまでの活動手法】 
訪問営業 電話営業 

チャネル営業 窓口営業 

トップライン人員増強 

捻出した人員と時間での営業活動×デジタル営業活動による
顧客接点の拡大 

営
業
活
動
の
拡
大 

• 営業力の強化・コンプライアンス管理徹底を目的として、
拠点を集約。 

• 一元管理によるコンプライアンスの徹底を図るとともに、
営業ノウハウの蓄積・情報連携による営業力の向上人
材育成環境を整備。 

• 首都圏、大阪、名古屋、福岡の各店舗に 
経営リソースを集約化し、営業を推進。 

 
 
• 店舗間の近接性、来店者数、預貸金量、 

地方自治体との関係性など、地元貢献、既存の 
お客さまの利便性維持の観点を考慮した上で、 
店舗統合により業務の効率化を図る。 

 
 
 
 

 
 

首都圏・広域 
エリア 

静岡・神奈川 
エリア 

リモート機能による業務集中化・業務管理 



１９ 

• グループ機能を見直し、集約化し、経営資源の最適化を図るため、グループ内企業の再編を行っている。 
• グループ内の子会社３社に重複していた保証事業を見直し、ダイレクトワン㈱に保証事業を統合。併せてシナジーを高めるためリース事業も統合。 
• LNP㈱は、2020年5月に保険募集事業を譲渡し、2020年11月に清算結了。 
• 中部債権回収㈱は、2021年3月に清算することを計画し、現在準備を進めている。 
• LNP㈱と中部債権回収㈱の清算に関する2021年3月期決算への影響は軽微。 

■ 構造改革 ～グループ機能の見直し～  

・保証機能の見直し 

貸金 
事業 

保証 
事業 

リース 
事業 

分割承継会社・存続会社 
吸収合併 吸収分割 

吸収 
事業 

承継 
事業 

存続 
事業 

保証 
事業 

消滅会社 

保証 
事業 

リース 
事業 

投資 
事業 

分割会社 

３社統合 個社名 （変更前） 
事業 

（変更後） 
事業 備考 

ダイレクトワン 
貸金事業 
保証事業 
リース事業 

貸金事業 
保証事業 
リース事業 

分割承継会社 
存続会社 

スルガ 
キャピタル 

リース事業 
保証事業 
投資事業 

投資事業 分割会社 

SDP 保証事業 ― 消滅会社 

LNP 保険募集事業 ― 2020年11月 
清算結了 

中部債権回収 債権回収業 ― 2021年3月 
清算予定 

・グループ機能の見直し 
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■ノジマグループとの提携状況 

 
   

「ＩｏＴ時代の先の新しい業種の構築を目指すノジマ」 と 
 「お客さまの課題解決をサポートする金融機能向上を目指すスルガ銀行」によるシナジーを狙う 

インターネット事業 

デジタル家電専門店 
運営事業 

通信端末の 
キャリアショップ 
運営事業 

海外事業・その他 

ノジマグループの幅広い事業展開 

ノジマグループの顧客接点 

神奈川 静岡 首都圏 オンライン 

コンサルティング
営業を支援 
するＣＲＭ※ 

デジタル 
マーケティング 
の高度化 

スルガ銀行独自のリテールインフラを土台 
にした持続可能なビジネスモデルの再構築 

   新規事業 
✔外部企業連携 
✔API連携基盤活用 

静岡・神奈川 
の地元エリア 

首都圏 
広域エリア 

✖ オンライン ✖ 

当社インフラを活用した営業展開 

※Customer Relationship Management 

業務提携の内容 ①リテールテックの共同事業化   ②両社の顧客基盤を活用したオンラインサービス及びフィンテック事業の共同展開 
③両社店舗での相互商材の販売、販売促進等の営業戦略面でのタイアップ   
④当社の顧客等に対するノジマ店舗での割引等の提供による、ノジマの商品・サービスのクロスセル 
⑤首都圏・東海地域を中心とする地域の活性化 

２０ 

• 株式会社ノジマ（以下、ノジマという）とスルガ銀行両社の社長をトップとする提携委員会、両社の副社長をトップとする提携推進会議を設置し、 
両社のグループ会社も含めたシナジーの協議を進めている。 

• 店頭への誘致策や顧客あて郵便物への優遇チラシの同梱など、ノジマやニフティなどとの相互送客を進めている。 
• ニフティライフスタイル株式会社の不動産検索サイトや温泉サイトなどのコンテンツ連携や、動物病院・ペット事業者に販路を持つシグニ株式会社との間で 

協業も開始している。 
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• 2020年6月19日に静岡県サイクルスポーツの聖地創造会議※と
「自転車振興に関するパートナーシップ協定」を締結 • 「健康増進・疾病克服」と「経済基盤の確立」を軸に、世界一の 

健康長寿県を目指して、ものづくり・ひとづくり・まちづくりを展開する 
プロジェクト 

■ CSR 地域への貢献 

【ファルマバレープロジェクト】 
産学官金協働の地域活性化 自転車を通じた地域活性化 

• 産学官金協働や自転車振興を通じて地域活性化に貢献 

• 2020年6月24日に平塚市と「自転車振興に関するパートナー 
シップ協定」を締結 

 
 

静岡県自転車活用推進計画に基づく具体的施策を相互に連携して取り組み、 
「サイクリストの憧れを呼ぶ聖地″ふじのくに″の実現」を目指す 

自転車を通じて平塚市の観光推進、交流人口の拡大を図る 

※静岡県をサイクルスポーツの聖地とする取組を官民一丸となって推進するため、2018年4月に設置された組織 

【静岡がんセンター公開講座への特別協賛】 
• ファルマ―バレープロジェクトの核ともいえる静岡県立 

静岡がんセンターが行う公開講座へ2004年より特別協賛 

※「静岡がんセンター公開講座」 

２１ 

RideSHIZUOKA2020Round小山 伊豆半島横断ライド70km 

ひらつかLaLaぽた宮ケ瀬ライド70km ひらつかLaLaぽた「ひらつか八景巡り」 
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■ 企業理念 

参１ 



■ スルガ銀行中期経営計画 “Re:Start 2025”（期間：2019年度～2025年度） 

ビジョン 

経営戦略 

* RA（Risk Adjusted）業務粗利益＝業務粗利益－実質与信費用 

株主価値 社会への貢献 お客さま満足 社員満足 

企業理念 “あってよかった、出会えてよかった、と思われる存在でありたい。” 

コアビジネスである 「リテールバンキング」を再構築
するとともに、リスク分散と収益の安定化を目的に
「市場性運用」を推進 
 RA業務粗利益*をコントロールし、リスク・リターンの

バランスがとれた収益基盤を構築 

リスク資本をコントロールした既存ビジネスの推進と
新規事業への取組み、ストレス環境下で顕在化
するリスクへの備え 
 バーゼルⅢ改定後においても自己資本比率8％ 
以上を堅持し、事業戦略を実現 

価値提供 

・企業理念の実現に向けて、お客さま本位の業務運営を徹底し、コアビジネスであるリテールバンキング
への取り組みを通じて、当社ならではの独自の価値提供を実現することで、お客さまに心から満足して
いただき、社員もやりがいを感じる“新しいスルガ銀行の姿”を創出 

・コンプライアンスの徹底とリスク・リターンの適正なコントロールを行う態勢を構築し、公共性が高い
金融機関として“持続可能な新たなビジネスモデル”を展開 

新しいスルガ銀行の姿 

参２ 



■ 第１フェーズの基本戦略 

戦  略 

環境認識 

第1フェーズ(2019年度～2022年度） 
 

経営資源配分の最適化 

第2 
フェーズ 

 
2023年度 

～ 
2025年度 

 

新規事業 

リテール 
バンキング 

市場性運用  信用リスク中心のポートフォリオからの転換 
 ダウンサイドリスクが抑制された安定運用を志向 

 投資用不動産ローンはターゲットを変更し「質」を転換 
 ソリューション型営業モデルへの進化 
 エリア特性を踏まえた展開 

 外部企業との提携 
 API連携基盤の活用 

新
し
い
ポ
ジ
シ
ョ
ン
の
確
立 

マイナス金利継続 
 コスト削減、人員見直し 
 非金利ビジネスに注力 

 

規 制 対 応 
 バーゼルⅢ改定 
 異業種参入による 
  業際の見直し 

Fintech対応 
 システム化・省力化投資 
 異業種連携による 

プラットフォーム化 

社会の変化 
 少子高齢化 
 都心集中 

 

重点課題 
への対処 

 

店舗業務改革 人財資源の 
リアロケーション 経費削減 

シェアハウス 
関連融資等 

創業家との 
早期関係解消 

グループ機能の見直し 

消費者の変化 
 相続・資産形成意識の向上 
 労働力・働き方・サービス 

ニーズの多様化 

参３ 



■ 財務計画概観 目標とする経営指標 

*1 RA（Risk Adjusted）業務粗利益＝業務粗利益－実質与信費用 
*2 OHR（Over Head Ratio）＝経費÷業務粗利益 

単
体 

連
結 

2019年度 
通期実績 

2022年度 
（第1フェーズ最終年度） 

資金利益 ８４９ ７１０ 

実質与信費用 ２４ ２００ 

RA業務粗利益*1 ７７８ ４９０ 

当期純利益 ２４４ ６０ 

OHR*2 ５４％ ６０%以内 

自己資本比率 １０．２％ １０%超 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 ２５３ ７０ 

単位：億円 

参４ 



参５ 

目的ローン 

保障性保険 

 第１フェーズにおいて、独自のリテールインフラを土台に、持続可能なビジネスモデルの礎を築く 

住宅ローン 

市場性 
運用 

有価証券
運用 

  

静
岡 

神
奈
川 

ライフ分野 

首
都
圏 

  

広
域 

ビジネスローン 

事業承継 
M&A 

投資用不動産ローン 

資産承継 
（相続） 

私的年金商品 

API*2連携基盤 
マーケティング基盤 チャネル基盤 

CRM*1基盤 
外部企業とのアライアンス 

〈ポイント〉 
  〇長年蓄積したノウハウを活用し、引き続き個人ローンをリテールバンキングの柱とする 
  〇お客さまの課題解決のための金融サポート機能の向上を図る 
  〇貸出金中心のポートフォリオからの転換と収益安定化を図るため、市場性運用も推進 

ビジネスドメイン 

インフラ 

無担保ローン・資産コンサルティング・法人 

*2 Application Programming Interface 

ビジネス分野 アセット分野 

リテールバンキング 

*1  Customer Relationship Management 

■ 営業戦略の全体像 



■ 構造改革の全体像 
 
 「店舗業務改革」、「人財資源のリアロケーション」、「グループ機能の見直し」などを実施し、経営資源の最適化を 
図ることで、新たな経営戦略を推進する事業基盤を整備 

店舗業務改革 

 店舗業務の効率化 
 店舗・ATM網の最適化 
 顧客接点の充実 

 

人財資源のリアロケーション 

 人財のフロントシフト 
 

 

グループ機能の見直し 

 グループ全体の採算改善 
 グループ戦略に適合した
機能の見直し 

経費 
2018年度実績 

468億円 400億円 

経営戦略を推進する事業基盤の整備 

2022年度計画 
 上記施策を実行し、経費 約15%削減（2018年度比）を見込む 

参６ 



■ 参照資料(リンク先) 

参７ 

使用スライド
ページ 開示資料名 

P1,P2 2020年10月29日適時開示「業績予想の修正に関するお知らせ」 

P7 2020年5月14日開示「2020年3月期 決算短信」 
2020年11月13日開示「2021年3月期 第2四半期（中間期）決算短信」 

P9 2019年5月15日開示「シェアハウス向け融資およびその他投資用不動産融資に関する元本一部カットについて」 
2020年3月25日適時開示「シェアハウス関連融資債権の譲渡に関するお知らせ」 

P20 2020年5月19日適時開示「資本業務提携について」 

参考資料 2019年11月14日開示「中期経営計画“Re:Start 2025”」 

https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/ir/r2/pdf/r2_2_1.pdf
https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/ir/r1/pdf/r1_4_all.pdf
https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/ir/r2/pdf/r2_2_all.pdf
https://www.surugabank.co.jp/surugabank/kojin/topics/pdf/190515_a.pdf
https://www.surugabank.co.jp/surugabank/kojin/topics/pdf/200325.pdf
https://www.surugabank.co.jp/surugabank/kojin/topics/pdf/200519.pdf
https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/ir/r1/pdf/r1_1114_s.pdf


本資料には、将来の業績に関る記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、 
リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性が 
あることにご留意ください。 

〈 本件に関する照会先 〉 
総合企画本部 広報室 

［TEL］     03-3279-5536 
［ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ］  ir.koho@surugabank.co.jp 
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